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Changing the Strategic Viewpoint to Adapt the Digitalization: 





A reason of a decline in competitive power of Japanese companies may be that they can not adapt 
to changing industrial structure. The competitive power based on value chain integration has been a 
Japanese strong point, but it does not work any more in some industries. The progress of industrial 
modularization caused by digitalization changes the industrial structure from “Value chain model” to 
“Layer model”. The strategy for industrial structure in layer model should be different from that in 
value chain model. This paper discusses strategic issues in layer model compared with those in value 
chain model. 
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 2 ．日本企業の環境変化 





















Amazon や Google は、ネットビジネスの分野で大きな成功を収めてきたアメリカ企業である。
Amazon は、書籍の小売りから出発し、今ではネットのウォルマートと言われるほど多様な商品を扱
うと同時に、映画や音楽の配信を行い、また他企業のためのネット基盤サービスも提供している。
Google は、検索サービスから出発し、今では携帯電話の OS を提供すると同時に、Gmail などのネッ
トサービスも提供している。Amazon や Google に見られる事業拡大は、川上統合や川下統合のような
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 3 ．バリューチェーン型産業構造とレイヤー型産業構造 















製薬・医療産業を VC 構造で整理すると図２のように表現できる。製薬・医療産業の VC は、製薬、
卸、薬局などのステージが連なって構成されている。消費者との接点は、最終ステージを提供する
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VC としているが、活動連鎖は企業をまたがるものと考えることも可能である。例えば、Evans and 
Wurster (1999) や内田（2009）は、「業界全体にわたる事業の連鎖」を VC としている。また、これ
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レイヤー構造化は、VC 構造にとって代わるものではない。レイヤー（BL: business layer）構造化が
進展している産業では、VC 構造と BL 構造の双方が産業内に存在していると考えられる。レイヤー構造
































































これに対して、インテルの MPU（中央演算装置）は、多くの PC メーカーに使われている。一方、
インテルは PC 事業自体に参入したことはない。PC メーカーA～Z 社にまたがって、MPU 提供という
バリューチェーンの一つのステージを担っているため、インテルは水平分業戦略をとる会社と言われる。
この場合、消費者はインテル以外の会社の MPU を自由にハードの筐体と組み合わせることができる訳






することである。例えばアップルは、iPhone や iPad（OS とハードを一体提供）とアプリマーケット
レイヤーである iTunes Store をレイヤー統合している。アップルの iPhone や iPad のアプリは
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例えば、2013年 1 月時点で楽天 kobo が、自社の電子書籍コンテンツを自社の電子書籍ハードでしか
読めなくしているのはレイヤー統合にあたる。一方 Amazon は、自社のコンテンツストアが提供する
電子書籍を、自社ハード（kindle）だけではなく、他社ハード（android 端末や iPad）でも閲覧でき
るようにしている。紀伊國屋のコンテンツストアである kinoppy は自社ハードを持たず、2013年 1 月







































本稿では考えるが、これらは VC 構造のみの産業に参入しようとする場合とは異なるものとなる。 
第一の課題は各レイヤーへの参入に関する課題、つまり「どの部分（レイヤー）を自社が担うべき
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 5 ．レイヤー構造化が進展する産業の例 






























（出所〈一部修正〉：Tee, R. and A. Gawer, ‘Industry architecture as a determinant of successful platform 





























































 5 ．レイヤー構造化が進展する産業の例 
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（出所〈一部修正〉：Tee, R. and A. Gawer, ‘Industry architecture as a determinant of successful platform 
strategies: a case study of the i-mode mobile Internet service’, European Management Review, 2009） 
図10 オランダのモバイル産業の構造 
 
以上のように、日本と欧米では同じモバイル産業でも SIM ロックか SIM フリーかで産業構造が異な
っている。日本においても2010年に総務省の行政指導によってキャリアと携帯端末メーカーは、将来


































































ATM は店舗業務の一部として導入され、店舗と ATM は一体のものとして金融機関が運営し、両者は
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と顧客のネットワーク」、「産業としてさまざまなプレーヤーたちが、共生、補完、競争しあいながら発展・進




 3  モジュール（Module）とは、設計上の概念で、いくつかの部品的機能を集めた、まとまりのある機能を持った










 5  主に、発行する企業・グループなどが経営する店舗およびチェーンでしか利用できないクレジットカードを指
す。百貨店、スーパーマーケット、石油チェーンなどで導入される場合が多い。 




 7  Porter M. E.（1985）参照。 









11 利用者識別を行う IC カード「SIM カード」に対応した携帯端末で、特定の通信事業者（キャリア）のカード
しか利用できないようにかけられている制限のこと。SIM ロックがされていないことを「SIM ロックフリー」、
あるいは「SIM フリー」という。キャリアの販売奨励金によって販売店で安く端末を買ったユーザーが、すぐ
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─ Tizen をレバレッジにした Atom プロセッサの優位性構築の提案 ─ 
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Intel’s Super Platform Strategy in the Processor Market for Smartphone 






This paper defines “Tizen Super Platform Strategy” which is for Intel to make its Atom 
processor’s market share in smartphone processor market bigger by using Tizen as leverage.  As 
hypothetic model, 3 measures were proposed, that is (1) creating a new business domain, (2) building 
of platform strategy and (3) building of open eco-system.  The concrete measures are argued in terms 
of theory and practical operations. 
 
要  約 
ARM プロセッサによって寡占状態となっているスマートフォン向けプロセッサ市場におい
て、後発であるインテルが Tizen をレバレッジとして Atom プロセッサのシェア拡大を実現
させるための戦略を「Tizen 超プラットフォーム戦略」として定義する。仮説モデルとして、
（ 1 ）新事業領域の創出、（ 2 ）プラットフォーム戦略の構築、（ 3 ）オープンエコシステムの構
築の 3 つの施策を挙げ、その具体策について、理論、実務双方の観点から論じる。 
 
 1 ．研究の背景と目的 
個人向け情報端末として主流であった PC が、現在ではスマートフォンやタブレットなどの携帯端末
に置き換わりつつある。図表１にデスクトップ PC、ノート PC、タブレット、スマートフォンの世界
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